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	所属・職名
	　兵庫教育大学 学校教育研究センター・教授
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	電話／FAX
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	研究課題
	特別支援教育に必須な個別支援教育計画の策定に関わる校務支援システムの構築と検証

	研究組織（研究分担者）

	ふりがな
氏　　　　名
	所　属　・　職　名
	役　割　分　担
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兵庫教育大学総合学習系講座・教授
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	研究総括、渉外、システム設計と仕様作成及び検証、IEPプロトタイプ作成、成果報告

システム設計と仕様作成、コーディング、システムのマニュアル作成

システム設計と仕様作成、コーディング、システムの検証と改良

障害の鑑別と個別指導のねらいや目標、観点別評価規準の作成、IEPプロトタイプ作成


	研究費の支出見込内訳（円）

	消耗品費
	旅　　費
	謝　　金
	その他
	合　　　計

	      180,000
	     406,000
	   　200,000
	    　130,000
	　　916,000

	校務支援システム用サーバー用ソフト

 Turbo Linux 

 30,000*1個=30,000

貯蔵媒体

 USBメモリーカード

 10,000*5枚=50,000

DVD保存媒体

 1,000*100枚=100,000


	養護学校での聞き取り調査

10箇所-内訳

　関東地区　5箇所

　48,800*2人=56,000

　関西地区　5箇所

　10,000*5人=50,000

アメリカでの個別教育計画策定と関係者間の情報共有に関する調査

 300,000*1人=300,000


	コーディング情報提供と入力・点検・検証作業

 5,000*40時間=

       　　200,000
	校務支援システム利用マニュアル作成印刷費

 1,000*1,000部=

　　　　　100,000

複写費

 10*2,000枚=20,000

会議費

 2,000*5回=10,000


	


１－２

	研究目的

	「先生を生徒に返そう！」という言葉がしばしば聞かれる。教師は日常の業務に追われて、子どもたちへの指導や関わり合いが少なくなっていることへの警鐘の意味がある。障害児教育の教師も日常生活のスキル訓練、進路指導、教科指導、生徒に係わる教育活動以外の業務など、さまざまな校務（校内事務）の整理などで追われている。2007年度からは、障害児教育は「特別支援教育」へと移行することが、中教審答申でうたわれている。特別支援教育は、従来の特殊教育の対象の障害だけでなく、LD、ADHD、高機能自閉症を含めて障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握して、適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものである。特別支援教育の大きな特徴は、教育成果の報告義務の一環である生徒一人ひとりの「個別支援教育計画：IEP(Individualized Education  Program) 」を策定することが、教師と関係者、そして保護者に求められることである。従って教師の業務は益々増大することが予想される。

「教員事務負担軽減システム要件調査」（コンピュータ教育開発センター, 2004）では「我が国における教育分野の情報化は全般的に，児童・生徒に対するコンピュータ教育の推進や学習教材のIT化に重きが置かれていたと言えよう。しかしながら教育の現場では，教員が様々な校務に追われているがゆえに，繁忙感に苛まれ，本来の業務である授業のための準備や児童・生徒とのコミュニケーションに時間が十分確保できていないという，深刻な問題が見受けられる。」としている。この調査によれば，勤務時間全体に占める校務処理時間について，「かなり多い」，「やや多い」の合計が64.7%となっている。校務処理が教職員の負担となっていることがわかる。
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IEPの策定には、障害の診断に伴う教育目標や教育内容の決定、指導評価規準の作成、保護者との協議などにかかわる業務が待ち受けている。そうした業務の円滑化・効率化を図り、教職員の業務の負担を軽減することで，教師が生徒に係わる時間を増やし，「先生を生徒に返す」ことによって教育活動の質を高めることが、特別支援教育の緊急の課題となっている。現在、学校業務用のソフトウエアは，成績処理・出席管理・会計処理など事務的機能に限られたものが多く、特別支援教育に必須であるIEP策定のためのソフトウエア開発が待たれている。本研究の目的は、IEPの生成に関わる校内LANを活用した校務支援システムの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構築と検証である｡
2005年12月に政府より発表された「IT新改革戦略--ITによる日本の改革人材育成・教育」においても、次世代を見据えた人的基盤づくり、という項目には、教員へのIT機器の整備と校務のIT化と児童生徒の学力向上が強調されている。これまで学校では、各種IT機器の整備が推進されているが、校務のIT化の遅れ、学校のIT機器の保守・点検等を行う人材の不足などの問題があり、学校現場のIT化による改革が十分に進んでいるとは言えない。これからの学校は、いわば「電子学校の実現」に向けて校務の円滑化と効率化が求められる時代が到来している。
特別支援教育では、児童生徒の障害等の状況を分析し、その結果を基に教育的な支援の目標や基本的な内容等からなるIEPを作成することになる。学級担任や児童生徒の指導を担当する教員が中心となる場合もある。小・中学校等においては、例えば障害のある児童生徒の教育に関する知識や経験を有する特殊学級の教員が中心となって、ITを活用した学力向上等のための効果的な授業を計画することが期待される。個別の生徒の教育指針となるIEPは、多様な教育的支援の円滑な実施を確保するためには不可欠である。そのため、複数の関係者や関係機関がその作成、実施等の過程で関与する。例えば、乳幼児期において福祉や医療関係機関が得た障害や発達に関する情報や盲・聾・養護学校が教育相談を行うに当たって保護者から得た情報は、個々の児童生徒に応じた教育的支援を行う上で必要なものである。個々の児童生徒の情報収集と分析、評価活動などの協議のために、本研究がねらうネットワーク上でのIEP生成のための校務支援システムの構築と検証は欠かせない課題である。

こうしたシステムによって、児童生徒に関わる教職員や保護者、治療機関の関係者が情報を創出したり共有しながら、障害と教育について共通理解を図ることで、教育上の支援が実現できると考えられる。


１－３

	研究計画・方法

	「個別支援教育計画：IEP」の策定に当たっては、例えば、盲・聾・養護学校においては、学級担任や児童生徒の指導を担当する教員が中心となる。また、小・中学校等においては、障害のある児童生徒の教育に関する知識や経験を有する特殊学級の教員が中心となり、他の教員と協力しながら児童生徒の障害の状況を分析し、それに基づいて教育上の支援目標や基本的な指導内容を工夫する。その過程は、関係者や保護者が関わるために相互の協同作業となり、ネットワーク上の連携は必至となる。

本研究がねらう校内LAN上のIEP生成校務支援システムは、教師の業務の円滑化というニーズはもとより、政府のe-Japan戦略がうたう「情報ネットワークを通じた情報共有・活用に向けた業務改革、文書の電子化、ペーパーレス化」という目標にも対応している。e-Japan戦略によれば、「推進すべき方策」として，「国・地方公共団体内部の電子化 」の中で「文書の原本性、セキュリティを確保しつつ、ペーパーレス化のための業務改革を実施し、行政主体間における情報の収集・伝達・共有・処理を電子化する。」としている。現在、概ねすべての公立小中高等学校等が高速インターネットに常時接続できるようになり、職員間のコミュニケーションがネット上でできるようになっている。

IEPは、多様な教育的支援の円滑な実施を確保するために複数の関係者や関係機関が介在する。そのために、個人情報が含まれていることに留意して、その情報の取扱いについては保護者の理解を得ることが重要である。IEPが電子化される学校では、教師と保護者、さらに関係者における情報の収集・伝達・共有・処理を電子化するために、情報の取扱いについては、細心の注意を払う必要がある。

そこで、IEP生成の校務支援システムは、校務の作業を能率化し、それによって生まれる人的資源を学習者へ還すことを大きなねらいとする。本システムは、多忙な教師らの校務を円滑化し、きめ細かな指導に専念できるような学習計画を容易に作れるようにするために、次のような特徴や付加価値を付ける。
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研究分担と日程

IEP生成の校務支援システムの設計と仕様作成は成田、長瀬、伊奈が担当する。IEPのひな形であるテンプレートは成田と井上が担当する。この作業は2006年の5月を目途とする。システムのコーディング化は伊奈と産学共同研究の企業に依頼し、8月目途に完成させる。9月からは研究指定校として兵庫県立播磨養護学校、三木市立三木養護学校、小野市立小野養護学校、社町立社小学校を選び、システムの試験運用にとりかかる。その運用結果を踏まえて、システムの改良を2007年の1月まで終える。本システムの安全性の検証は、兵庫県立教育研修所のシステムエンジニアに依頼し、その結果を踏まえて3月に学内外で発表し報告書を作成する。




１－４

	研究業績

	本研究の代表者である成田は、現在まで以下のような科学研究や日本教育大学協会の研究費補助金により、研究代表者として遠隔教育ステムの多目的な利用方法を研究している。その課題は、障害児・者の教育や生涯教育に沿った情報通信技術(IT)の教育的な応用等となっている。以下、採択課題を列挙する。
・「イーラーニングによるリカレント教育が学校に不適応な教員の自己効力感に及ぼす研究」　平成14-15年度
・「不登校児のホームスクーリングを促進する多目的遠隔教育システムの構築と評価」平成13-14年度
・「現職教師支援の多目的遠隔教育・学習の方略とデザインの評価」平成13年度

・イーラーニングによる学校に不適応な教員へのリカレント教育システムの基礎研究　平成14年度　（日本教
　　育大学協会）
・「小中学生のネットワーク起業家精神と資質を育成する大学教師教育とカリキュラムの高度化」平成14年度

・「障害者の在宅就労を促す作業所基点の多目的情報ネットワーク応用に関する研究」平成11-12年度

本研究代表者の成田は、現在、地場産業のコンテンツクリエータとの間で【産学共同研究】を実施したり、受託研究によるソフトウエアの開発に従事している。

・産学共同研究「オンライン教育カリキュラム開発のための「教育ベンチャー」起業を目指す共同研究」（勝美システムズ株式会社）　平成14-17年度
・受託研究「読字・書字障害児へのタブレットPC利用と指導改善」（コンピュータ教育開発センター）平成16

　年度
　このプロジェクトには、７つの小学校と養護学校が参加し、兵庫県立教育研修所の教材評価により、開発教材を広くネット上とCD－ROMによって普及させている。この受託研究のフォローアップとして二つの課題が平成17年度も採択され、教材利用の指導法の研修が行われている。

以下、研究代表者と分担者の主要な著書や論文の一覧である。

　成田　滋・筱　更治　できるeラーニング導入ガイド. 兵庫教育大学学校教育センター, 2005.

　成田　滋　社会人を対象にしたインターネット大学院. 吉田文・田口真奈編 模索されるeラーニング, 176-193,
 　2005.

　Shigeru Narita & Kenichi Shinkawa  Design and Implementation of Ubiquitous Class Evaluation System 

   on Campus. Society for Information Technology & Teacher Education 15th Conference, March 2-5, Atlanta,
   Georgia. pp. 1-4, 2004.

　Shigeru Narita, Kohji Shino, and Madhumita Bhattacharya  Students' Reactions and Evaluation of A Course
   Management Tool GETA. Society for Information Technology & Teacher Education 14th Conference March 24-30, 
   Albuquerque, New Mexico, 2003.
　成田　滋・渡部親司　コンピュータを利用した進行性筋ジズトロフィー症児の自己効力感の形成, 特殊教育学研
　　究, 39(4), 21-31.  2002.

　成田　滋・筱　更治　高校生へのオンライン学習ツールの試行とその成果 学校教育研究, Vol 13, 19-38, 2000.

　長瀬久明・成田　滋 確かな学力を保護者と教師が支援するユビキタス遠隔指導システムの開発,科学研究費
　　補助金　研究成果報告書, 2005.

　長瀬久明・機械翻訳のコミュニケーションのための利用とその教育について, 学校教育学研究, 1-5, 2004.

　長瀬久明・オンデマンドな機械翻訳とその教育利用の可能性、AAMT、ジャーナル, NO.34, 40-43, 2003.

　伊奈　諭　高齢者・障害者から見た標準化ニーズ, 情報バリアフリー実現に資する標準化調査研究委員会
　　レポート, 2004.

　伊奈　諭・田畑孝一　コンピュータが見た縦縞周期刺激による両眼錯視段階, 画像電子学会誌, 32巻,1, 47-57, 
　　2003.

　伊奈　諭・田畑孝一　両眼視モデルによる視方向錯視現象のシュミレーション, 画像電子学会誌, 31巻, 4, 
　　584-590, 2002.

　井上雅彦　本人支援と家族支援のプログラム活用,　発達障害者支援法ガイドブック,発達障害者支援法ガイド
　　ブック編集委員会編, 河出書房新社,240-256, 2005.

 井上雅彦・平山菜穂　不登校状態にあった高機能自閉症児に対する行動論的アプローチ,臨床精神医学,34, 
　　1217-1223, 2005.


●使いやすさ


1) Webベースで稼動する


2) ホームページやワープロの感覚で利用が可


3) [クリック]が中心の容易な操作


4)コンピュータの利用スキルに依存しない








●校務作業の協働化と教師のゆとりの生成


1) 教育機関等の組織内で運用する


2) [みんなで]助け合って作る


3) みんなの教育情報を分散入力・一括管理する


4) 思考と管理は人が、機械ができることは機械にさせる


5) 単純な集計や記録の作業負担を軽減化する





●個人情報の保護とセキュリティ対策


1) 利用者認証を介した個別の画面の導入


2) 高い安全性・頑健性に考慮したシステム


3) 認証システムによる関係者だけの利用


4) 通信経路上での暗号化通信方略の採用


5) 利用端末の制限と関係者だけの利用








●システム


1)校内の教員用サブネット内にサーバーを配置


2) [Webサーバー]+[データベースサーバー]によるIEP情報管理








Table 　IEP生成の校務支援システムと特徴




















